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書評
R. G.D. アレン著
新開陽一・渡部経彦訳
『現代経済学ーマクロ分析の理論ー』
矢 野
?
ー
本書は R.G.D.Allen, Macro-Economic Theory: A Mathematical Treatment, Mac~ 
millan 1967, pp. xi~+420 の邦訳である。著者アレン教授については， その著作は次々
とわが国でも翻訳されており，いまさら紹介する必要もなかろう。 MathematicalAnaly-
sis for Economists, 1938 (高木秀玄訳「経済研究者のための数学解析」改訂版，昭和40
年）， MathematicalEconomics, 1956 (安井琢磨・木村健康監訳『数理経済学」昭和33~
3坪）， BasicMathematics, 1962 (高木秀玄他訳「経済・経営のための基礎数学」昭和
3g年）， Statisticsfor Economists, 1949 (大石泰彦訳『経済研究者のための統計学」昭
和27年）の諸著はそれぞれすぐれたテキストとして広く利用されているが，ことにMathe-
matical AnalysisとMathematicalEconomicsの2著は，およそ理論経済学を専攻して
いる者でこれに眼を通さぬ人はないほどの代表的な書物であるといえよう。
さて，マクロ経済分析についてのテキストは従来から枚挙にいとまのないほど存在して
いるにもかかわらず， アレン教授が本書を執筆するに至った動機はいったい何であろう
か。
一言でいえば， それは動学 (Dynamics)の重視であり，経済の循環的変動ならびに成
長の問題をマクロ分析で体系的に把握せんとしたことにある。すなわち「……集計的な経
済関係を静学の立場で取り扱うのに多くの紙幅をさくこともできるし，事実よく知られた
テキストのなかにはこの段階にとどまっているものもある。……しかし，時間要素はマク
ロ経済学にとって本質的に重要である。もしマクロ経済理論にして資本蓄積の問題とタイ
ム・ラッグおよび誤差調整の問題にふれないなら，ごく間接的にもせよ，現実経済にたい
して妥当性をもつとはいえない。」（訳書 pp.2~3)のである。この動学体系の分析の
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必要性と数学的分析の利点を著者が強調していることは，次の文章からも明らかであろ
う。 「マクロ経済理論のテキストは，一般に冗長な文章による説明と，それを補う簡単な
（しばしば非常に巧妙な）図と数学註または数学付録とから成り立っている。他に理由は
なくとも，この理由だけで，テキストは周知の短期ケインズ体系ならびにいま流行の長期
成長理論への入門の段階にとどまっている。それはそれでよいとしても，マクロ経済学の
核心，すなわち，できる限り広範かつ一般的な基盤に立っての動学体系の分析に，なるべ
く早く学生を導くことが重要である。数学が単なる説明の便宜上の方策ではなくて，理論
の展開における必要不可欠な要素となるのは，まさにこの点においてである。」 (R.G.D.
Allen, A Simple Approach to Macroeconomic Dynamics, Economica, Nov. 1967, 
p. 395. 評者訳）。このように明確な目的意識が，著者の卓越した構成力および説明力とあ
いまって，本書に類書に例のないユニークなマクロ分析のテキストとしての地位を与えて
いる。
JI 
『本書の内容は．大きく 4つに区分されている。すなわち，分析用具，短期均衡：ケイン
ズと古典派（以上，訳書上巻）， 長期均衡：成長モデル， および中期不均衡：循環モデル
（以上，下巻）である。以下，その概要を順を追って紹介しよう。
第1章序論での導入を終えると分析用具に入るが， これは 4つの章から構成されてい
る。まず，第2章消費関数と貯蓄関数では，所得循環における各種のラッグの説明から，
消費関数・貯蓄関数，特にラッグを伴った消費関数に重点がおかれ，生産物市場の需給均
衡条件（フロ一条件と呼ばれる）と貯蓄•投資の均等との関係，乗数理論による均衡万稚｝
水準の決定が順次論じられる。続く第3章経済の生産技術は生産理論の簡潔な叙述である
が，固定係数，線型計画形に簡単に触れたあと連続的生産関数がかなり詳細に分析されて
いる。ことに，規模に関して収穫一定の場合に重点がおかれ，古典的なコプーダグラス型
生産関数，近年開発されたCES生産関数が要領よく説明され，後の新古典派成長理論へ
の導入部となっている。第4章投資関数では，資産の収益率と投資との関連が示され， D
CF法，確定資本回収期間法の投資決意の2つの基準が説明される。さらに投資と所得と
の関連から，資本ストック調整原理，加速度原理が導出され，両者の関連が明らかにされ
る。第5章経済動学は本書の特徴を如実に示したもので，静学と動学，均衡動学と不均衡
動学，比較静学と比較動学などの本質的区別が行なわれ，経済動学モデルの重要性が強調
される。したがって，期間分析と連続分析の双方において種々のラッグが分析され，さら
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にこれと誤差調整の条件との関連が示されることによって，後に不均衡動学へ進む準備が
なされている。
続く第6章から第9章までの4つの章は，短期均衡の分析であり，古典派とケインズ派
との差異が浮き彫りにされる。まず，第6章古典派のマクロ理論では，完全雇用モデルと
しての古典派理論が提示される。労働市場では，実質賃金の関数としての労働の需給が均
等化せしめられ，他方，貨幣市場の均衡条件より，一定の貨幣供給に取引需要が均等化せ
しめられる。しかもこの場合，モデルは実物面と貨幣面に二分でき，労働市場では実質所
得・雇用•実質賃金率が決定され，貨幣市場では貨幣所得•貨幣賃金率・価格水準が定め
られる。他方生産物市場については，貯蓄•投資はともに利子率の関数として与えられ，
両者の均衡が均衡利子率を決定する。第1章ケインズ・モデルでは，所得の関数としての
貯蓄と利子率の関数としての投資の均等が生産物市場の均衡をあらわすが，同時に貨幣需
要には取引需要のほかに利子率に依存する投機的需要が導入され，これと一定の貨幣供給
との均衡が貨幣市場の均衡条件を形成する。したがって，これら生産物・貨幣の両市場の
均衡を同時に満足．する所得と利子率が決定されることになる。以上の分析が，周知の IS•
LMの両曲線を用いて手際よく説明される。さて，労働需要は古典派と同様であるが，ヶ
インズ派の特徴はその労働供給関数にある。すなわち，労働供給は実質賃金率ではなく貨
幣賃金率の関数であり，しかも貨幣賃金率にはある最低限が存在すると仮定される。この
貨幣賃金率の下方硬直性のために，不完全雇用均衡が成立しうるのである。さらに，この
失業との関連において，投機的需要が利子弾力的となる「流動性のワナ」や投資の利子非
弾力性の意味が吟味されている。第8章総需要では，政府支出と租税の効果が検討倖れ，
均衡予算の乗数効果，インフレーション，消費財と投資財の2部門分析などに分析が拡張
される。短期均衡の最後の第9章動学乗数では，種々のラッグを考慮に入れることによ
り，さきの静学乗数の動学化が図られ，完全な動学分析への橋渡しとなっている。さらに
簡単な在庫循環のモデルから， 固定資本，運転資本への投資が考察され，景気領環の問
題，成長径路の安定性の問題などに対する布石とされている。
下巻に収められた長期均衡：成長モデル（第10章～第16章）， および中期不均衡：循環
モデル（第17章～第20章）は，本書の中核となる部分である。まず第10章資本蓄積では，
ハロッドードーマー理論の骨格が明らかにされるが，ここではもっぱら投資の資本蓄積効
果に焦点があてられる需要指向型のモデルが用いられ，労働力・雇用は明示的には分析対
象とはならない。長期の資本蓄積を考慮に入れる場合には，生産のフロ一条件（貯蓄＝投
資）に加えて，資本ストックの完全利用の条件，すなわちストック条件が必要とされる。
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この2つの条件より，資本ストック・所得について，一定の貯蓄率Sと一定の資本・産出
比率Vで表わされる，いわゆる適正成長率g=s/vでの持続的成長径路の存在が導出され
る。次いで，現実の成長径路が均衡成長径路からはずれた場合にそれに復帰するかどうか
という安定性の問題が検討されるが，この場合，いかなる誤差調整機構を採用するかによ
って結果が大きく左右されることが明らかにされる。第1章いくつかの簡単な成長モデル
においては，技術進歩を考慮しない簡単化の仮定の下で，さきの資本蓄積の問題に労働の
完全雇用の条件を付加し，資本の完全利用を示す適正成長率と労働の完全雇用を示す自然
成長率とを同時に満たす持続的成長が果たして存在するかどうか， という問題を検討す
る。まず，固定生産係数を仮定した基本的ハロッドードーマー・モデルでは，適正成長率
g=s/vと，外生的に与えられる労働の成長率である自然成長率 nとの均等状態 CJ・ロ
ビンソンの黄金時代）は，ただ偶然にしか満たされえない。このような柔軟性に欠けるハ
ロッドードーマーのモデルを修正するには， 3つのパラメーターがすぺて一定であるとい
う厳しい仮定をゆるめなければならない。なかでも重要なのは，資本・産出比率 V, また
は貯蓄率 Sの変動を認め， 適正成長率 g=s/vに一定の範囲を与えることである。 すな
わち，いくつかの生産プロセスが存在する場合（線型計画モデル），りが連続的に変化しう
る場合（新古典派の基本モデル），および貯蓄率 Sが賃金と利洞に対する所得分配に従っ
て変化する場合（カルダーの基本モデル）がそれであり，若干の仮定の下では，持続的成
長径路（黄金時代均衡）の一意的な存在が証明されるのである。第12章2部門成長モデル
では，経済を消費財部門と資本財部門との2部門に分割した場合の成長過程を吟味してい
る。 2d部門モデルの特徴は，たとえ固定係数であっても両部門の資本集約度（機械化の程
度）に差異がある限り，要素価格の変動による資本・労働の部門間の移動を通じて，適正成
長率がある範囲内で変化しうる点にある。その結果，持続的成長が満たされるためには，
自然成長率nがこの範囲内にあればよいことになるが，この許容範囲は2部門間の機械化
の程度に差が少ないと狭くなる。さらに，現実の経済が持続的成長径路上にない場合，適
当な誤差調整機構を考慮すれば，持続的成長径路が安定である必要・十分条件は消費財部
門がより機械化されていることである，という資本集約度条件が導出されている。第13章
技術進歩は，大きく「体化されていない」技術進歩と「体化された」技術進歩に区別され
．る。前者では，時の経過につれて改善される技術的ノウ・ハウがすぺての労働および資本
に平等に適用されるのに対し，後者では，当該時点で生産されすえつけられる機械とそれ
に必要な労働だけに適用される。さて，体化されていない技術進歩では， (1)ハロッド中立
的技術進歩，つまり労働の効率だけが時間とともに上昇する労働増加的技術進歩， (2)ソロ
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ー中立的技術進歩，すなわち資本増加的技術進歩，および(3)ヒックス中立的技術進歩，す
なわち労働の効率も資本の効率も一様に上昇させる技術進歩，の3つが代表的に示される。
特に，収穫一定でハロッド中立的進歩のケースに重点がおかれ，この場合産出量と資本量
が共通の持続的成長率をもつような技術が存在し，自然成長率は技術進歩率と労働の成長
率の和として与えられることが示される。次いで，コブ＝ダグラス型生産関数の場合には，
さきの3つの型の中立的技術進歩のいずれの分析にも用いうることが明らかにされ，収穫
一定でない場合の技術進歩とカルダーの技術進歩関数の性格が簡単に検討される。さて，
技術進歩が資本ストックに体化される場合には，資本ストックはさまざまなヴィンテッジ
をもった異質な機械の集りであり，新しいヴィ、ンテッジの機械ほど効率の点ですぐれてい
る。このため，機械の物理的減価のみならず経済的陳腐化の問題が重要となる。さて，こ
のように異なったヴィンテッジをもった機械に適した生産関数の問題に移ると，新機械を
すえつける前（事前的）の機械と労働の代替と，すえつけられた後（事後的）の代替とを
区別しなければならない。これより，事前・事後とも代替可能なパティ・パティ，いずれ
も代替不可能なクレイ・クレイ，事前的には代替できるが事後的には代替できないパティ
・クレイの3つのケースが考えられている。第14章新古典派成長モデルはさきの第11章の
新古典派の基本モデルの拡張である。すなわち，ハロッド中立的技術進歩が考慮に入れら
れた場合も，持続的均衡径路のための適切な産出・資本比率が存在することが示される。
さらに，もし，任意の時点での産出・資本比率が持続的成長に適切なものでない場合に均
衡径路がいかなる動きを示すか，という均衡動学の問題が検討され，コブ＝ダグラス関数
を例にとって，この持続的均衡径路が安定であることが証明される。引続き，差別型貯蓄
関数のケースや，新古典派2部門モデルの分析が紹介される。第15章ヴィンテッジ・モデ
ルでは，体化された技術進歩を考慮に入れた成長モデルの分析が行なわれる。まず，最も
簡単なパティ• パティ・モデルがコプ＝ダグラス型生産関数を用いて分析される。この場
合，ソロー中立的技術進歩の性格から各ヴィンテッジの資本を効率単位で集計でき，集計
された生産関数が得られる。これを用いて完全なヴィンテッジ・モデルを構成すると，ハ
ロッド中立的技術進歩率と労働の成長率の和である自然成長率によって規定される持続的
成長径路が得られ，さらにこの径路は均衡動学の意味で安定であることが明らかにされる。
したがって，パティ・パティでコブーダグラスが仮定された場合には，体化されていない
技術進歩を含んだ新古典派モデルと本質的な差異はほとんどないことになる。ヴィンテッ
ジ・モデルとしてより興味深いのは，事後的には代替不可能なパティ・クレイの場合であ
る。この場合，機械がすえつけられた後は機械の必要労働量は固定されているから，効率
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が上昇している新しい機械に労働を解放するわけにはゆかない。ところで，古い機械の準
レント（産出量から賃金支払い額を差し引いたもの）は賃金の上昇につれて低下していき，
やがてゼロになると，たとえ物理的耐久性は続いていても，陳腐化Iこよって経済的寿命は
終わることになる。この場合も，持続的成長径路の存在が容易に示される。最後に，機械
と労働との間にまった＜代替が認められないクレイ・クレイ・モデルの経済的意味が検討
される。第16章カルダー（ケインズ型）・モデルでは，さきの基本モデルの発展が扱われ
ている。このモデルのケインズ的性格は，企業が行なう投資決意を重視し，貯蓄はそれに
見合って生み出されるとする点にある。まず，体化されていない技術進歩を考慮したカル
ダー・モデルが考察され，後にヴィンテッジ・モデルに修正される6前者は，差別型の貯
蓄関数， 1人当り資本量の成長率と 1人当り産出量の成長率の関係を示す技術進歩関数，
投資が所得の変化と利潤率の変化に依存する投資関数と，周知の完全操業，投資＝貯蓄，
完全雇用の条件とから構成されており，技術進歩関数に適切な形が想定されているならば
持続的成長径路が導き出される 次に，ヴィ ‘｀ジ・モデルが検討されるが，この場合
には，技術進歩関数は最新のヴィンテッジの機械で生産される 1人当り産出量の変化率と
新機械への1人当り投資の変化率との関係を示し，また投資関数は投資費用の一定の回収
期間に基づいて投資決意が行なわれるという簡単な仮定がおかれている。ヴィンテッジ・
モデルに特有の陳腐化の条件が考慮され，持続的成長径路の性格が検討される。
最後の4つの章では，短期均衡と長期持続的成長の中間に焦点を合せ，中期の不均衡動
学が分析の対象とされる。第17章乗数・加速度モデルでは，・ハロッド＝ドーマーの均衡条
件のうち完全操業の条件を捨て，その代りに誤差調整を表わすラッグを伴った投資関数を
採用する不均衡動学モデルが検討される。連続分析としてフィ？ップスのモデル，期間分
析としてサミュエルソンーヒックスのモデルが取り上げられ，資本・産出比率と貯蓄率の
2つのパラメーターの組合せによって，持続的減衰，減衰振動，発散振動，持続的成長の
4つのタイプの変動径路が可能であることが示される。第18章経済調整では独立支出を導
入し，これによって振動が調整されるかどうかが検討される。独立支出が外生的に一定率
で成長するか，ないしは振動する場合，それぞれ強制された成長径路，強制された振動が
得られ，これとモデルに固有の成長ないし振動とがからみあって種々の結果を生じる。次
いで，民間需要の不足を公共需要で補整しようとする安定化政策が詳細に検討され，比例
安定化政策，積分安定化政策，および微分安定化政策の諸効果が分析される。続く第19章
景気循環理論では，現実の最気循環現象の説明としての第17章の単純な線型モデルの欠陥
が指摘され，その修正が図られている。第1は，現実には趨勢の回りの振動，いわゆる循
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環的成長が生じているという事実である。これは第1暉印こおけるように独立支出の持続的
成長を乗数・加速度モデルに加えることによって説明しうるが，成長が外生的に与えられ
ているため不満足である。第2に，単純なモデルによる振動は上昇・下降について対象的
であり，また時間の経過につれて振幅は累積的に減少（減衰的循環）または増大（発散的
循環）する。これらは現実の循環現象に合致せず，線型モデルという過度の単純化に基づ
くものである。本書では，主としてこの第2の面に焦点があてられ，適宜非線型要素を導
入することにより，適切な循環理論を構成している。まず最初は，乗数加速度関係を非線‘
型にするのではなく，その作用を非連続とみなすヒックス型の理論が示される。つまり，
発散的な乗数加速度関係が働く場合，ひとたび産出量が天井か床につきあたると，もはや
加速度因子は作用しなくなる。この結果，循環は制約された循環の形をとり，循環の振幅
は閉じこめられ，循環の時間形態が変化するのである。さらに，非線型加速度因子を明示
的に導入し，投資ラッグと産出ラッグを考慮したグジドウィン型モデルが紹介される。そ
の結果，支配的な極限循環が一定の振幅をもち，しかも好況期は不況期よりも一般に長い・
ことが示されている。最後の第20章循環的成長モデルでは，循環と成長とを同時に内生的
に説明しうる 2つの代表的なモデルが提示される。 1つは，最も簡単なハロッドードーマ
ー・モデルを発展させたフィリップスのモデルであり，他は，最も簡単なヴィンテッジ・
モデル，すなわちクレイ・クレイ・モデル，を発展させたバーグストロームのモデルであ
るが，いずれも生産物市場と貨幣市場の相互作用を考慮に入れた点にその共通性をもって
いる。まずフィリップスの実物・貨幣体系のモデルにおいては，資本ストックおよび完全
操業産出量が適正成長率 g=s/vと貨幣供給の成長率に依存する要素の積である一定率で
成長する持続的成長径路の存在が示され，次いでその安定性と循環的成長の可能性が検討
される。要するに，循環的成長が生じるのは，価格に対する賃金上昇の圧力が，貨幣供給
の投資に与える影響に比べて強いときであることが明らかにされる。他方，バーグストロ
ームのモデルは，フィリップスのモデルが需要指向型であるのに対し，生産側の条件を明
らかにし，労働市場を明示的に分析している。このモデルでは，資本ストック・産出量が
技術進歩率と同じ率で持続的に成長する持続的成長径路の存在が示される。さらに，循環
的成長が生じるのは，貨幣供給が投資に及ぽす影響も，雇用が賃金率に与える効果も，と
もに強いときであることが明らかにされている。
][ 
以上，本書の概要を特に動学に重点をおいて紹介してきたが，概括的に次のような諸特
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徴を列挙できよう。 (1)「分析用具」に多くの紙数をさき，特に生産技術，ラッグと誤差調
整機構，の問題を詳細に分析し，成長理論，循環理論への橋渡しを行なっていること， (2)
均衡動学に比べて不均衡動学の分析が末だ不十分であることを認めながらも，その重要性
を強調し，循環的成長理論を本書全体の目的としていること， (3)本書全体を通じて，各モ
デルの均衡条件（ないしは誤差調整機構）が統一的に明示されているため，それらの間の
本質的な類似点と相違点が明確に把握しうること， (4)各章末に周到に作成された練習問題
が付されているが，それらは本文のモデルの拡張であったり，その問題の結果が本文に用
いられている，というように本文と有機的な関連に立っていること，などがそれである。
最後に，敢えて若干の問題点を指摘すれば， (1)コプーダグラス型生産関数の頻繁な採用
は，分析を非常に簡単にするという利点をもつ反面，代替の弾力性が1というその特性の
ために，新古典派成長モデルにおける持続的成長径路の存在や安定性の分析において代替
の弾力性の果たす役割を明確にしえないこと， (2)技術進歩について，労働節約的ないし資
本節約的技術進歩という偏りのある場合が触れられていないこと， (3)おそらく数学的モデ
ル化が困難であるためか，ヒックス・モデルと対比される代表的な循環モデルの1つであ
るカルダー・モデルが取り上げられていないこと，などである。
とはいうものの，本書の教科書としての制約を考えるならば，以上の評者の指摘もむし
ろ望蜀の感が強いであろう。総体的に見るならば，数学的手法を用いてマクロ動学を体系
的に展開しようとする著者の意図はみごとな成功を収めているといえよう。予備知識とし
て，微積分および定差方程式・微分方程式の初歩的知識（たとえば，前掲アレン著「経済
・経営のための基礎数学』， WilliamJ. Baumol, Economic Dynamics: An lntroduc-
tion, Macmillan 2nd ed., 1959. 山田•藤井訳「経済動学序説』東洋経済新報社など）を
もつ読者であれば，本書を丹念に読み進むことによって，マクロ動学についての高度の知
識を得，現代経済学の精髄を体得しうるであろう。マクロ経済学の最良のテキストである
本書が，流麗明快なすぐれた訳文とあいまって，今後数多くの経済学徒に親しまれること
を期待したい。 （東洋経済新報社，上巻， 214ペー ジ， 950円，下巻， 296ペー ジ， 980円，
昭和43年10月）
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